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【成立】消費者契約に関する包括的な民事ルールとして平成12年５月に成立（平成13年４月施行） 
【平成18年改正】適格消費者団体による差止請求制度（消費者団体訴訟制度）を導入（平成19年６月施行） 
【平成20年改正】差止請求の対象を景品表示法上の不当表示及び特定商取引法上の不当行為に拡大（景表法

関連は平成21年４月施行、特商法関連規定は平成21年12月施行） 
     （※）食品表示法の制定により、差止請求の対象を食品表示法上の不当表示に拡大（平成27年４月施行） 

【平成28年改正】過量契約の取消しや、消費者の解除権を放棄させる条項の無効の規定を設けるなど、取消
し・無効に関する民事ルールを改正（平成29年６月施行） 

●消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差に鑑み、 
  契約の取消し 及び 契約条項の無効 等について規定（民法の特別法） 
●消費者と事業者との間で締結された契約（＝消費者契約）であれば、労働契約以外のあらゆる契約が対象 
 
 【不当な勧誘】→ 取消し 
 ・不実告知（第４条第１項第１号） 
 ・断定的判断の提供（第４条第１項第２号） 
 ・不利益事実の不告知（第４条第２項） 
 ・不退去（第４条第３項第１号） 
 ・退去妨害（第４条第３項第２号） 
 ・過量契約（第４条第４項） 
 
 【消費者団体訴訟制度】 

内閣総理大臣の認定を受けた適格消費者団体は、消費者被害の未然防止・拡大防止を図る観点から、事
業者の不当な行為に関し、差止請求をすることができる 

 （※）適格消費者団体は、全国に16団体。これまでに計48件の差止請求訴訟を提起するなど差止請求権を行使 
（平成29年10月31日現在） 

立法及び改正の経緯 

内容 

【不当な契約条項】→ 無効 
・事業者の損害賠償責任を免除する条項（第８条） 
・消費者の解除権を放棄させる条項（第８条の２） 
・消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等（第９条） 
・消費者の利益を一方的に害する条項（第10条） 

消費者契約法の概要 
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下位法令・ガイドライン等 
・政令（施行令） 
・内閣府令（施行規則） 
・最高裁判所規則 
・ガイドライン 等 

概要 
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二段階目の手続：個別の消費者の債権確定手続 
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一段階目の手続：共通義務確認訴訟 

対象となる事案 
消費者契約に関する金銭支払義務のうち以下のもの 

二段階型の訴訟制度： 
 
一段階目：事業者の 
         共通義務を確認 
           （金銭支払義務） 

 
二段階目：個別消費者の 
           債権を確定 
        （誰に、いくら支払うか） 

仮差押え：特定適格消費者団体は、強制執行ができなくなるおそれがある場合などに、対象債権の総額の範囲で、仮差押命令の申立てをすることができる。 

① 契約上の債務の履行の請求 

② 不当利得に係る請求 

③ 契約上の債務の不履行による損害賠償の請求 

④ 瑕疵担保責任に基づく損害賠償の請求 

⑤ 不法行為に基づく民法の規定による損害賠償の請求 

 適格消費者団体（消費者契約法に基づき差止請求権

を行使。現在全国16団体）から新たな認定要件を満
たす者を内閣総理大臣が認定。 
 【新たな認定要件】 
 ・差止関係業務を相当期間継続して適正に行っている 
 ・弁護士を理事として選任 
 ・費用・報酬等の額又は算定方法が消費者の利益の 
  擁護の見地から不当なものでない 等 
 
 【責務規定・行為規範】 
 ・濫訴等の禁止 ・弁護士に追行させる義務 
 ・個人情報の適正な管理 ・財産上の利益の受領禁止 
 ・内閣総理大臣（消費者庁）による監督の対象     等 
     （適合命令・改善命令、特定認定の取消しなど）  

○ 諸外国の制度の長所・短
所を検討し我が国に適し
た新しい訴訟制度を創設 

 
 

特定適格消費者団体（現在２団体） 

○ 消費者被害では同種被害が多発 
  

○ 訴訟による被害回復は困難 
                     （泣き寝入り） 
   ・事業者と消費者との間の構造的格差 
                （情報量・交渉力等） 
   ・訴訟に要する費用・労力 
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※ いわゆる拡大損害、逸失利益、人身損害、 慰謝料を除く 
※ 本法律の施行前に締結された契約に関するものを除く 

○ これまで泣き寝入りしてきた消費 
  者被害の回復が可能に 
 
○ 個々の消費者が多くの手続を行 
    うことなく、消費者団体の持つ専 
    門的な知識や交渉力を活用する 
    ことが可能に 
 
○ 紛争の一回的解決を図ることが 
    できる 

新しい訴訟制度のメリット 

※ 特定適格消費者団体が対象となる消費者に対し、書面等で個別に通知、相当な方法により公告（インターネット等も可）  

平成28年10月１日施行 

※消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律（平成二十五年法律第九十六号） 

（同時期にフランスに 
 おいても類似の制度） 

消費者裁判手続特例法の概要 
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○ 不特定かつ多数の消費者の利益の擁護のために差止請求権を行使するのに必要な適格性を有す

るとして消費者契約法の規定により内閣総理大臣の認定を受けた法人である消費者団体のこと（消
費者契約法第２条第４項） 

○ 現在、全国で１６団体が認定 
○ 主な認定要件（消費者契約法第１３条第３項） 

 ・ 一般社団・財団法人又はＮＰＯ法人であること  
 ・相当期間（２年間）にわたり継続して適正に消費者の利益の擁護を図るための活動（事業者の不当な行為の改善

申入れ、消費者教育への協力、消費生活に関する意見表明等）を行っていること 
 ・ 体制・業務規程が適切に整備され、経理的基礎が備わっていること 
 ・ 消費生活に関する専門家及び法律の専門家が検討部門にいること 
 ・ 暴力団員が関与していないこと 

○ 消費者被害の未然防止・拡大防止のために、差止請求権を行使して不当な約款・勧誘行為等を是
正する 

 

適格消費者団体 

○ 被害回復裁判手続を追行するのに必要な適格性を有するとして消費者裁判手続特例法の規定によ

り内閣総理大臣の認定を受けた適格消費者団体のこと（消費者裁判手続特例法第２条第１０号） 

○ 現在、全国で２団体が認定 
○ 主な認定要件（消費者裁判手続特例法第６５条第４項） 

・適格消費者団体として相当期間（２年間）にわたり継続して適正に活動していること 
・理事のうち１名以上が弁護士であること 
・報酬・費用等の額又は算定方法が消費者の利益の擁護の見地から不当ではないこと 

○ 消費者に既に生じた財産的な被害を集団的に回復するため、共通義務確認訴訟を提起し、勝訴判
決等を得た場合、消費者からの授権に基づき事業者から金銭を回収し授権した消費者に分配する 

 

特定適格消費者団体 

適格消費者団体・特定適格消費者団体の概要 
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適格消費者団体 特定適格消費者団体 

制度の 
導入 平成１９年６月 平成２８年１０月 

認定 内閣総理大臣 内閣総理大臣 

役割 事業者による不当な行為の予防 事業者によって生じた財産的被害の
集団的な回復 

団体数 １６ ２ 

組織体制 小規模な消費者団体でも認定可能 小規模な消費者団体では認定不可能 

業務内容 
①被害情報の収集 
②被害情報の分析及び検討 
③事業者との交渉・訴訟 

①被害情報の収集 
②被害情報の分析及び検討 
③事業者の調査 
④事業者との訴訟（保全・執行含む） 
⑤消費者対応（金銭の分配含む） 

適格消費者団体と特定適格消費者団体の違い 
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（平成29年10月末時点） 

※ 適格消費者団体は全国に１６団体。特定適格消費者団体（青色）は全国に２団体（消費者機構日本、消費者支援機構関西）。 

京都消費者契約 
ネットワーク 

ひょうご消費者ネット 

消費者ネット広島 

消費者支援ネット 
くまもと 

消費者支援ネット 
北海道 

埼玉消費者被害 
をなくす会 

消費者機構日本 

全国消費生活相談員 
協会 

消費者被害防止 
ネットワーク東海 大分県消費者問題 

ネットワーク 

消費者支援機構福岡 

消費者支援機構関西 

消費者ネットおかやま 

佐賀消費者フォーラム 

消費者市民ネット 
とうほく 

消費者支援ネットワーク 
いしかわ 

適格消費者団体    ： 事業者による不当な行為を予防するため差止請求権を行使する 
特定適格消費者団体 ： 事業者によって生じた財産的被害を集団的に回復する 

全国の適格消費者団体・特定適格消費者団体 
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【消費者契約法２３条４項に基づき消費者庁が報告を受けた申入れの件数】 

○申入れ件数（合計）・・・４４６件 

 うち、差止請求訴訟が提起された件数・・・４８件 

○根拠法律ごとの申入れ件数 

 

 

 

 

                                     
                                      （平成２９年１０月３１日現在） 

※ なお、１度の申入れで、複数の法的根拠に基づき差止請求を行っているケースもあるため、根拠法律ごとの
件数の合計と全体の申入れ件数は一致しない。 

 

差止請求の全体像 

適格消費者団体による差止請求の成果 

根拠法律 件数 

消費者契約法 ３８６件 

景品表示法 ７２件 

特定商取引法 ３５件 
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適格消費者団体による差止請求の成果 

【スポーツクラブの会則に関する差止請求に係る事案】 
 スポーツクラブが会員を除名した場合に、当該会員が既に支払った諸費用は、理由のいかんを問
わず一切返還しないとする旨の契約条項が、消費者契約法第９条第１号に規定する不当な契約条
項であるとして差止請求をした事案 
 

 当該事業者が、差止請求を受けて、当該会則を修正 
※消費者契約法第９条 
第九条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、無効とする。 

一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これらを合算した額が、当該条項
において設定された解除の事由、時期等の区分に応じ、当該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生
ずべき平均的な損害の額を超えるもの 当該超える部分 

二 （略） 

【芸能事務所のファンクラブの規約に関する差止請求に係る事案】 
 芸能事務所のファンクラブの規約における、芸能事務所が規約を予告なく改訂でき、改訂された
規約は閲覧が可能になった時点から効力を有するとする条項が、消費者契約法第１０条に規定す
る不当な契約条項であるとして差止請求をした事案 
 

 当該事業者が、差止請求を受けて、当該規約を修正 
※消費者契約法第１０条 
第十条 消費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたものとみなす条項その

他の法令中の公の秩序に関しない規定の適用による場合に比して消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重する消費者
契約の条項であって、民法第一条第二項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものは、無効とする。 
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適格消費者団体による差止請求の成果 

【シャンプーの販売業者の表示に関する差止請求に係る事案】 
 シャンプーの販売業者が容器に貼付している宣伝シール等が、商品の品質等について一般の消
費者に対して実際のものよりも著しく優良であると誤認される表示であるとして、景品表示法第３０
条第１項第１号に基づき差止請求をした事案 
 

 当該事業者が、差止請求を受けて、当該表示をしないことを裁判外で和解 
※景品表示法第３０条 
第三十条 消費者契約法（平成十二年法律第六十一号）第二条第四項に規定する適格消費者団体（以下この条及び第四十一条に

おいて単に「適格消費者団体」という。）は、事業者が、不特定かつ多数の一般消費者に対して次の各号に掲げる行為を現に行い
又は行うおそれがあるときは、当該事業者に対し、当該行為の停止若しくは予防又は当該行為が当該各号に規定する表示をした
ものである旨の周知その他の当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとることを請求することができる。 
一 商品又は役務の品質、規格その他の内容について、実際のもの又は当該事業者と同種若しくは類似の商品若しくは役務を

供給している他の事業者に係るものよりも著しく優良であると誤認される表示をすること。 

【病院において締結される治療契約の条項に関する差止請求に係る事案】 
 治療費の全額前払いを前提とした上で、治療が中途で終了した場合、治療費は一定時期以降は
全額自己負担となり、前払いした治療費は一切返還されないとする契約条項が消費者契約法第９
条第１号等に規定する不当な契約条項であるとして差止請求をした事案 
 事業者が訴え提起前に書面による事前請求にも応じなかったため、適格消費者団体が差止請求
訴訟を提起 
 

 当該事業者が、第１回口頭弁論において、適格消費者団体の請求を認諾 
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景品表示法は、消費者の自主的かつ合理的な商品及び役務の選択を確保するため、一般消費者に誤認される表示や過大
な景品類の提供を制限及び禁止している。 

景品表示法第５条（不当な表示の禁止） 景品表示法第４条（景品類の制限及び禁止） 

優良誤認 
(５条１号） 

有利誤認 
(５条２号） 

誤認されるお
それのある表
示 

(５条３号） 

商品又は役務の品質，規格その他の内容に
ついての不当表示 

不実証広告規制（７条２項） 
 商品・役務の効果、性能に関して、優
良誤認に該当する表示か否かを判断する
ため必要があると認めるときは、事業者
に対し、期間を定めて、当該表示の裏付
けとなる合理的な根拠を示す資料の提出
を求めることができる。 
⇒ 事業者が合理的な根拠を示す資料を
提出しない場合には、当該表示は優良誤
認表示とみなされる。 

商品又は役務の価格その他の取引条件に
ついての不当表示 

商品又は役務の取引に関する事項につい
て一般消費者に誤認されるおそれがある
と認められ内閣総理大臣が指定する表示 
 

１ 無果汁の清涼飲料水等についての表示 
２ 商品の原産国に関する不当な表示 
３ 消費者信用の融資費用に関する不当な
表示 
４ 不動産のおとり広告に関する表示 
５ おとり広告に関する表示 
６ 有料老人ホームに関する不当な表示 

一般懸賞 

総付制限告示(昭和５２年告示第５号） 

総付景品 
取引価額 景品類の最高額 

1,000円未満 ２００円 
1,000円以上 取引価額の２０％ 

＝商品の購入者等にもれなく提供する景品類 

懸賞制限告示(昭和５２年告示第３号） 

取引価額 景品類限度額（①、②両方の限度内） 
①最高額 ②総 額 

5,000円未満 取引価額の２０倍 懸賞に係る売上予
定総額の２％ 5,000円以上 １０万円 

共同懸賞 

景品類限度額（①、②両方の限度内） 
①最高額 ②総 額 

取引価額にかかわらず３０万円 懸賞に係る売上予定総額の３％ 

業種別景品告示 

＝商品の購入者等に対し、くじなどの偶然性、
特定行為の優劣等によって提供する景品類 

懸賞景品 

①新聞業、②雑誌業、③不動産業、④医療用医薬品業・医
療機器業及び衛生検査所業 

＝一定地域の同業者や商店街が共同実施 

＝異なる種類の符票の特定の組合せを
提示させる方法を用いた懸賞 
⇒ 全面禁止 

カード合わせ 

不当景品類及び不当表示防止法の概要 
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制度開始日等 

     
目
的 

  
 
 

 

課徴金納付命令（第８条） 

・対象行為：優良誤認表示行為、有利誤認表示行為を対象とする。 

 

 
 
    
 

・課徴金額の算定：対象商品・役務の売上額に３％を乗じる。 
 

 

・対象期間：３年間を上限とする。 
 

・主観的要素：違反事業者が不当な表示であることを知らず、かつ、知ら
ないことにつき相当の注意を怠った者でないと認められると
きは、課徴金を賦課しない。 

 

・規模基準：課徴金額が150万円未満となる場合は、課徴金を賦課しない。 

 
 
 

除斥期間（第12条第７項） 

 違反行為をやめた日から５年を経過したときは、課徴金を賦課しない。 

 
 
課徴金対象行為該当事実の報告による課徴金額の減額（第９条） 

 課徴金対象行為に該当する事実を報告した事業者に対し、課徴金額の２分
の１を減額する。 

改正法成立：平成26年11月19日（同月27日公布） 
制度開始：平成28年４月１日 

 
 
賦課手続（第13条） 

 違反事業者に対する手続保障として、弁明の機会を付与する。 

 
          
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

１： 実施予定返金措置計画の作成・認定 

２： 返金措置の実施 
  

３：              報告期限までに報告 

返金措置における 
金銭交付相当額が 

課徴金額以上の場合 

課徴金額の減額 

返金措置における 
金銭交付相当額が 

課徴金額未満の場合 

 事業者が所定の手続に沿って返金措置を実施した場合は、課徴金
を命じない又は減額する。 

課徴金の納付を命じない 

返金措置の実施による課徴金額の減額（第10条・第11条） 

※返金措置＝対象商品・役務の取引をしたことが特定される一般消
費者からの申出があつた場合に、当該申出をした一般消費者の
購入額に３％を乗じた額以上の金銭を交付する措置。 

事業者は、実施予定返金措置計画に沿って返金措置を実施する。 
 

返金措置を実施しようとする事業者は、実施予定返金措置計画を作成し、
消費者庁長官の認定を受ける。 

不実証広告規制に係る表示について、一定の期間内に当該表示の裏 
付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出がない場合には、当該表 
示を優良誤認表示と推定して課徴金を賦課する。 

不当な表示による顧客の誘引を防止するため、不当な表示を行った事業者に対する課徴金制度を導入 
するとともに、被害回復を促進する観点から返金による課徴金額の減額等の措置を講ずる。 

課徴金制度の概要 （平成２８年４月１日制度開始） 

11 



 平成29年６月７日  日本サプリメント（株）に対する課徴金納付命令  
 
・ 同社は、「ペプチドエースつぶタイプ」（１８０粒入り）及び「豆鼓エキスつぶタイプ」（１８０粒入り） と称する
食品について、容器包装、新聞、テレビ及びウェブサイトにおいて、あたかも、各商品それぞれが特定保健
用食品として消費者庁長官の許可の要件を満たしたものであるかのように示す表示をしていたが、実際に
は、各商品はそれぞれ、遅くとも平成23年８月以降、品質管理として、包装後の製品における関与成分に
ついての試験検査が行われておらず、また、ペプチドエースつぶタイプにあっては平成２６年９月に、豆鼓
エキスつぶタイプにあっては平成26年10月に関与成分の特定ができないことが判明しており、健康増進
法第26条第1項の規定に基づく特定保健用食品の許可等の要件を満たしていないものであった。＜優良
誤認＞ 
・ 同社は、平成30年１月９日までに、総額5471万円（ペプチドエースつぶタイプは3073万円、豆鼓エキスつ
ぶタイプは2398万円）を支払わなければならない。 

 

課徴金制度の執行実績 

 平成29年１月27日  三菱自動車工業（株）に対する課徴金納付命令 
 
・ 同社は、「ミラージュ」と総称する小型自動車２商品並びに「ＲＶＲ」、「パジェロ」、「デリカＤ：５」及び「アウ
トランダーＰＨＥＶ」とそれぞれ総称する普通自動車２４商品を販売するに当たり、例えば、「ミラージュ（ＸＴ
ＨＸ、Ｇ、二輪駆動）」と称する小型自動車について、あたかも、国が定める試験方法に基づく燃費性能は
「２５．４ｋｍ／Ｌ」であるかのように示す表示をしていたが、実際には、当該表示された燃費性能は、国が定
める試験方法に基づくものとはいえないものであって、燃費性能として表示できる上限は、「２４．０ｋｍ／
Ｌ」であった。＜優良誤認＞ 
・ 同社は、平成２９年８月２８日までに、総額４億８５０７万円を支払わなければならない。 
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課徴金制度の執行実績 

 平成29年７月21日  三菱自動車工業（株）に対する課徴金納付命令 
 
・ 同社は、「ｅＫワゴン」、「ｅＫスペース」及び「ｅＫスペースカスタム」とそれぞれ総称する軽自動車８商品
を販売するに当たり、カタログ及び自社ウェブサイトにおいて、例えば、「ｅＫワゴン（ＬＴＭＸ、Ｍ、二輪駆
動）」と称する軽自動車について、あたかも、国が定める試験方法に基づく燃費性能は「３０．４ｋｍ／Ｌ」
及び「平成３２年度燃費基準＋２０％達成車」であるかのように示す表示をしていたが、実際には、当該
表示された燃費性能は、国が定める試験方法に基づくものとはいえないものであって、燃費性能として
表示できる上限は、「２６．１ｋｍ／Ｌ」及び「平成３２年度燃費基準達成車」であった。＜優良誤認＞ 
・ 同社は、平成３０年２月２２日までに、総額３６８万円（注）を支払わなければならない。 
 
（注）同社による課徴金対象行為に該当する事実の報告及び認定実施予定返金措置計画に係る返金措
置の結果に基づいて減額したもの。 

 平成29年６月14日  日産自動車（株）に対する課徴金納付命令 
 
・ 同社は、「デイズ」及び「デイズルークス」とそれぞれ総称する軽自動車６商品を販売するに当たり、カタロ
グ及び自社ウェブサイトにおいて、例えば、「デイズ（ＬＴＳＸ、Ｓ、二輪駆動）」と称する軽自動車について、
あたかも、国が定める試験方法に基づく燃費性能は「３０．４ｋｍ／Ｌ」及び「平成３２年度燃費基準＋２０％
達成車」であるかのように示す表示をしていたが、実際には、当該表示された燃費性能は、国が定める試
験方法に基づくものとはいえないものであって、燃費性能として表示できる上限は、「２６．１ｋｍ／Ｌ」及び
「平成３２年度燃費基準達成車」であった。＜優良誤認＞ 
・ 同社は、平成３０年１月１５日までに、総額３１７万円（注）を支払わなければならない。 
 
（注）同社による課徴金対象行為に該当する事実の報告及び認定実施予定返金措置計画に係る返金措置
の結果に基づいて減額したもの。 
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消費者志向経営の推進について 

企
業
風
土
や
意
識
の
醸
成 

事業者 消
費
者
の
声
を
活
か
す 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス 

情報提供の 
充実・意見交換 

要望を踏まえた商品・ 
サービスの改善・開発 

消費者 

消
費
者
か
ら
意
見
・
要
望 

経営者 

ト
ッ
プ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト 

消費者志向経営のイメージ 期待される効果 

 
・持続可能な成長 

・リスク軽減 

事業者 
 

・安全・安心なくらし  
 の確保 

・満足度の向上 

消費者 

・健全な市場の形成 

・「経済の好循環」の実現 

日本経済 

事業者が、 
 
 
 
 
 
 
 

※消費者と直接取引をする事業者に限らない。 消費者とのコミュニケーションの深化 

消費者志向経営とは何か 

 ・消費者全体の視点に立ち、消費者の権利の確保及び利益の向上を図ることを経営 
   の中心と位置付ける。 

消費者全体の視点 

 ・健全な市場の担い手として、消費者の安全や取引の公正性の確保、消費者に必要  
   な情報の提供等を通じ、消費者の信頼を獲得する。 

健全な市場の担い手 

 ・持続可能で望ましい社会の構築に向けて、自らの社会的責任を自覚して事業活動 
   を行う。 

社会的責任の自覚 

従業員 

 事業関連部門 
 ・商品開発部門 
 ・製造部門 
 ・営業部門 等 

 品消法関連部門 
 ・品質保証部門 
 ・お客さま対応部門 
 ・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ関連部門  
              等 

有機的な連携 
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○平成２８年１０月、事業者団体、消費者団体、行政機関によって 

 構成される消費者志向経営推進組織が発足 

○消費者志向経営の広範な普及を図る「全国的な推進活動」を展開 

 

 

 

 

 

○消費者志向自主宣言・フォローアップ活動などの推進活動を展開 

消費者志向経営推進組織（プラットフォーム）について 

消費者志向経営推進組織（プラットフォーム）と推進活動について 

【現在の所属団体】 
事業者団体 ： 日本経済団体連合会、経済同友会、消費者関連専門家会議、 
           日本ヒーブ協議会 
消費者団体 ： 全国消費者団体連絡会、全国消費生活相談員協会、 
                              日本消費生活アドバイザー・コンサルタント･相談員協会 
行政  ： 消費者庁 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

消費者志向自主宣言・フォローアップ活動について 

事業者 推進組織（プラットフォーム） 

 

• 公表された内容を消費者、社会へ広く発信 

    （推進組織のホームページ等） 

• シンポジウム・セミナー等を通じた周知活動 

• 優良事例の公表、表彰など（平成30年度以降） 

可視化（見える化） 

結果 

• 各事業者が取り組むことを自主的に宣言・公表 
 （理念・方針及び、可能であれば具体的な実績・計画等） 

• 宣言・公表した内容に基づき、取組を実施 

• 実施した取組の具体的内容・結果を公表 

行動 

宣言 

消費者志向経営推進キックオフシンポジウム 
（平成２８年１０月２４日、経団連会館にて開催） 
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引き続き、企業からの届出を受付中 

消費者志向自主宣言について 

○２月１０日の｢消費者志向経営トップセミナー｣※にて、 
  ４１社（第一次届出分）公表 
 
○１１月２日時点で５６社が宣言 

※日本経済団体連合会、消費者関連専門家会議、消費者庁の三者で共催 

消費者志向自主宣言企業一覧 
（１１月２日時点） 

 ・お客様からの声を社内で共有し活用する取組（データベース化など） ： ４０社 

 ・緊急対応に向けた体制整備 ： １０社 

 ・ＩＳＯ１０００２（苦情対応マネジメントシステム）への自己適合宣言の実施 ： ７社 

 ・お客様からの感謝の声を社内で共有する取組 ：５社 

 ・消費生活アドバイザー等の資格の取得促進 ：４社 

 ・トップがリーダーシップを発揮するための組織体制 ：２社 
  （トップが消費者対応部門長、トップとお客さま窓口が同じフロア）  

   

組織体制の整備・充実 

 消費者に対する具体的な対応 
 ・お客さまと直接的な対話の実施（懇話会など） ：１３社 

 ・高齢化に対応した商品・サービスの提供 ：１３社 

 ・（高齢者などに）わかりやすい表示 ：１０社 

 ・環境問題の解決に向けた商品・サービスの提供 ：７社 

 ・消費生活センターとの定例的な意見交換 ：５社 

 ・自主宣言の取組状況のわかりやすい情報提供（自社の白書を通じた公表など） 

 ・業界内での自主宣言の実施に向けた取組 

その他 

自主宣言の内容  ※第１次届け出分 41社について 

株式会社アイスタイル 太陽生命保険株式会社 

アイリスオーヤマ株式会社 ダイアナ株式会社 

アクサ生命保険株式会社 第一生命保険株式会社 

アクサ損害保険株式会社 大同生命保険株式会社 

アクサダイレクト生命保険株式会社 チューリッヒ生命 

アサヒグループホールディングス 
株式会社 

チューリッヒ保険会社 

朝日生命保険相互会社 Ｔ&Ｄフィナンシャル生命保険株式会社 

アフラック 東洋羽毛工業株式会社 

イーレックス・スパーク・マーケティング 
株式会社 

株式会社ナリス化粧品 

石坂産業株式会社 株式会社ニチレイフーズ 

花王株式会社 株式会社日清製粉グループ本社 

株式会社かんぽ生命保険 日本生命保険相互会社 

キッコーマン株式会社 日本電気株式会社 

キユーピー株式会社 日本ハム株式会社 

協和行政書士事務所 ハウス食品株式会社 

キリン株式会社 PGF生命 

サッポロビール株式会社 株式会社ファンケル 

サントリーホールディングス株式会社 富国生命保険相互会社 

資生堂ジャパン株式会社 フジッコ株式会社 

ジブラルタ生命保険株式会社 プルデンシャル生命保険株式会社 

住いる応援機構合同会社※ 三井住友カード株式会社 

住友生命保険相互会社 三井生命保険株式会社 

積水化学工業株式会社 明治ホールディングス株式会社 

セゾン自動車火災保険株式会社 明治安田生命保険相互会社 

ソニー生命保険株式会社 メットライフ生命保険株式会社 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 森永乳業株式会社 

損保ジャパン日本興亜ひまわり 
生命保険株式会社 

ユニ・チャーム株式会社 

そんぽ２４損害保険株式会社 ライオン株式会社 16 
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